神戸市中小企業投資促進等助成金
様式第１号（第７条関係）

神戸市中小企業投資促進等助成金交付申請書

　　年　　月　　日
神戸市長　あて

	住　　所
	〒    -      


	法人番号（13桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	会社名・団体名
	

	代表者役職・氏名
	

	担当者役職・氏名
	

	連絡先
	TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
E-mail　        @



　（振込先口座）　※口座名義人は、補助事業者と同一名義であること
	金融機関名
	
	預金
種目
	１．普通　　２，当座
９．その他（　　　　　）

	支店名
	
	
	

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	



神戸市中小企業投資促進等助成金の交付を受けたいので、同交付要綱第７条の規定に基づき、
関係書類を添えて申請いたします。

記

１　助成金交付申請額　　　   ￥　　　　　　　　　　　　　円（千円未満切捨て）

２　助成の対象となる事業の区分（いずれかに✓を入れてださい）

□ Ａ．設備投資・新増設

□ Ｂ．専門分野における国際的品質マネジメントシステム規格の認証取得

□ Ｃ．生産現場へのロボット導入に向けたシミュレーション

□ Ｄ．ロボットシステムインテグレータ育成のための設備取得

３　事業計画名、目的、必要性及び期待される効果（できるだけ具体的に記入してください）
事業計画名（30字程度）（採択時、市HPにて公開します）：
　
　
　事業の目的、必要性及び期待される効果（具体的に）：
　
　
　

４　事業継続力強化計画の認定取得状況（いずれかに✓を入れてください）

□ 認定取得済み（認定通知書と計画申請書の写しを添付）

□ 事業完了報告時までに認定取得予定（事業完了報告時に認定通知書と計画申請書の写しを添付）

５　国・県等の補助金との併願状況


様式第２号－イ（第７条関係）
事　業　概　要　書

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　取得する設備・
建物の設置場所
	〒　　　－　　　　　神戸市　　　　　　 区 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
用途地域： □準工業地域　□工業地域　□工業専用地域　　　
□その他［　　　　　　　　　　］　　　※該当項目にチェック

	２　設置場所の
　　敷地の現況
	(1)所有形態： □自社所有　□賃借　□取得予定 [　 年　 月]
　　　　　　　※該当項目にチェック
□その他 [具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　]
(2)敷地面積：　　　　㎡　　(3)建ぺい率：　　　％　　(4)容積率：　　　％

	３　設置場所の
建物の現況
（又は新増設等の予定）
	(1)所有形態： □自社所有　□賃借　□取得予定 [　 年　 月]
　　　　　　　 ※該当項目にチェック
□その他 [具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　]
(2)建築面積：　　　㎡  (3)延床面積：　　　㎡ [うち生産施設　　　㎡]
(4)建物構造：　　　　　　　　　　造　　　　階建て（うち　　　　階部分）
(5)（新増設の場合）新増設の形態
□建物を新築　 □中古の建物を買取り
□既存の建物を増築 　□既存の建物を現地建替え
□その他 [具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

	４　資金調達計画
	予定投資額（助成対象経費以外も含む全体額）： 　　　　　　　　　　 円
自己資金： 　　　　　　　 円
借 入 金： 　　　　　　　 円 [借入れ先：　　　　　　　　　　　　]
そ の 他： 　　　　　　　 円 [具体的に：　　　　　　　　　　　　]
※他の公的支援の利用予定があれば記入してください



	５　対象施設の
従業員数
	現在　　　　　　　　　　　　　人（うち正規雇用者の数　　　人）
事業完了時点（見込）　　　　　人（うち正規雇用者の数　　　人）

	６　業　　　　　種
	大分類：　　　　　　　　　　　　　　
中分類：　　　　　　　　　　　　　　
※「日本標準産業分類」の大分類及び中分類名を記入
（例：大分類「製造業」、中分類「精密機械器具製造業」等）

	７　対象施設での
製造・研究開発
等の内容
	



※具体的に記入（例「自動車用のタイヤ・チューブの製造」等）



様式第２号－ロ（第７条関係）
事　業　概　要　書
（国際的品質マネジメントシステム規格の認証取得）

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　取得しようとする
国際規格認証
	


認証の対象となる事業所の名称


	２　取得までの
スケジュール
	年　　月
年　　月
年　　月
年　　月
年　　月

	３　コンサルティング
委託先
	会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
具体的な委託内容：


	４　認証審査依頼先
	機関（会社）名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	５　既に取得している
国際規格認証
（ISO等）
	

	６　業　　　　　種
	大分類：　　　　　　　　　　　　　　
中分類：　　　　　　　　　　　　　　
※「日本標準産業分類」の大分類及び中分類名を記入
（例：大分類「製造業」、中分類「精密機械器具製造業」等）



様式第２号－ハ（第７条関係）
事　業　概　要　書
（生産現場へのロボット導入に向けたシミュレーション）

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　ロボットを導入
しようとする
建物の場所
	〒　　　－　　　　　神戸市　　　　　　 区　　　　 　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
用途地域： □準工業地域　□工業地域　□工業専用地域　　　
□その他［　　　　　　　　　　　］　　※該当項目にチェック

	２　ロボット導入工程
（業務内容）
	※どういった作業をロボット化したいのか等を記載してください。
※別紙に導入イメージを記載してください。


	３　ロボット導入
に向けた
シミュレーション
の方法
	※以下のいずれかの方法を選択してください。
（1）　コンサルタント（システムインテグレータ等）の活用
（2）　シミュレーターの活用

	４　コンサルティング
委託予定先
	※上記３で（1）と回答の場合に記載してください。
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
具体的な委託内容：


	５　業　　　　　種
	大分類：　　　　　　　　　　　　　　
中分類：　　　　　　　　　　　　　　
※「日本標準産業分類」の大分類及び中分類名を記入
（例：大分類「製造業」、中分類「精密機械器具製造業」等）

	６　対象施設での
製造・研究開発
等の内容
	



※具体的に記入（例「自動車用のタイヤ・チューブの製造」等）





様式第２号－ハ（別紙）（第７条関係）

ロボット導入イメージ

【例】外観検査の自動化
	導　入　前
	
	導　入　後

	１）手作業で○○○を取り出す
	
	１）ロボットが○○○を取り出す

	※文章又は写真や図などのイメージを貼り付けてください

	
	※文章又は写真や図などのイメージを貼り付けてください




　　　　　　　 ↓ 　　　　　　　　　　　　　　　↓

	２）○○○を目視で点検
	
	２）ロボットが○○○をカメラで撮影

	※文章又は写真や図などのイメージを貼り付けてください

	
	※文章又は写真や図などのイメージを貼り付けてください




　　　　　　　 ↓ 　　　　　　　　　　　　　　　↓

	３）適合品を手作業で○○○に入れる
	
	３）適合品をロボットが○○○に入れる

	※文章又は写真や図などのイメージを貼り付けてください

	
	※文章又は写真や図などのイメージを貼り付けてください





様式第４号（第７条関係）
会　社　概　要　書
	会　社　名
　
　
（よみがな）
　
　
	 本社の所在地
〒   －    　　　　都道府県　　　　　市町村　　　　　区
　　　　　　 　
 神戸市内の主たる工場等の所在地
　〒   －    　　神戸市　　　　　区
  　　　　　　　 

	 代表者役職・氏名
　
　
	 担当者役職・氏名
　
　
	 電話番号：
 FAX番号：
 E－mail： 

	 資本金（元入金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
	 従業員数
全体　　　　　名　（うち神戸市内　　　　　名）

	業績等（直近3年間）
	売上高
	経常利益
	純利益
	設備投資額

	 第　期　　/　　～　　/　　
 第　期　　/　　～　　/　　
 第　期　　/　　～　　/　　

	千円
千円
千円
	千円
千円
千円
	千円
千円
千円         
	千円
千円
千円
    

	主要製品売上構成（直近の決算）
	主要株主
	持株
	比率

	製  品  名
	比率
	(1)
(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
	株
株
株
株
株
株
	％
％
％
％
％
％

	 (1)
 (2)
 (3)
 (4)
 (5)
 (6)
	％
％
％
％
％
％
	
	
	

	
	
	
	
	

	会社略歴
　　　　年
　　　　年
　　　　年
　　　　年
　　　　年

	神戸市内の工場の変遷等
　　　　年
　　　　年
　　　　年
　　　　年
　　　　年
現在までの操業年数　　　　年

	
	

	主要取引先
　
　
　
　
　
　
　
	主要保有設備
　
　
　
　
　
　


	全工場・事業所数
工場　　　　　　　　　　　　　か所
その他の事業所　　　　　　　　か所
　　
	神戸市内の工場・事業所数
工場　　　　　　　　　　　　　か所
その他の事業所　　　　　　　　か所
　

	自社技術の特徴



	神戸市内の工場・事業所名及び所在地
(本社・主たる工場以外)
(1)
(2)
(3)
(4)
　(5)
　

	※会社概要・主要製品等のパンフレットを添付して下さい。




様式第５号－イ（第７条関係）
神戸市税に関する誓約書　兼 調査に関する承諾書

神戸市長あて

　　年　　月　　日

１．申請者は、以下のことを誓約します。
　（１）納期限が到来している神戸市税に滞納かつ未申告がないこと。
　（２）上記（１）が事実と相違する場合、神戸市中小企業投資促進等助成金交付要綱に規定する助成金の交付資格を有すると認められず、もしくは既になされた交付申請書類の受付又は交付の決定を取り消されても異議のないこと。
２．上記１．（１）の確認のため、申請者は以下のことを承諾します。
　　全ての神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税（種別割）、特別土地保有税、事業所税、入湯税、市たばこ税及び延滞金等徴収金をいう。）の納付又は納入状況、課税状況、申告状況及び猶予制度の適用状況を、神戸市が調査し、その調査結果を神戸市中小企業投資促進等助成金交付要綱に規定する助成金の交付資格の審査及び確認に利用すること。
３．上記１の誓約及び２の承諾の有効期限は神戸市中小企業投資促進等助成金の交付を受ける日までとします。

申請者【法人】
	（ふりがな）

法人名
	　

	
	　

	（ふりがな）

代表者　職・氏名
	　

	
	　

	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登記上の本社・本店
所在地等
	〒　　　-　　　　　連絡先℡　（　　　　）　　　-


□上記の本社・本店は神戸市の法人市民税の課税対象ではない。
↑本社・本店が神戸市内に所在する場合で、法人市民税の課税対象とはならない事務所（名目本店）は、必ず、チェックボックスにチェックを入れてください。

	法人市民税の課税対象となる神戸市内の事務所等、寮等を記入ください。
(本社・本店含む)
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	※事務所数が多い場合は空欄又は別紙にご記入ください。

	担当者
	法人へ市税に関して確認の連絡をすることがあります。
法人の担当者のお名前、連絡先を必ずご記入ください。

氏名：　　　　　　　　　　　　電話番号：





様式第５号－ロ（第７条関係）
神戸市税に関する誓約書　兼 調査に関する承諾書

神戸市長あて

　　年　　月　　日

１．申請者は、以下のことを誓約します。
　（１）納期限が到来している神戸市税に滞納かつ未申告がないこと。
　（２）上記（１）が事実と相違する場合、神戸市中小企業投資促進等助成金交付要綱に規定する助成金の交付資格を有すると認められず、もしくは既になされた交付申請書類の受付又は交付の決定を取り消されても異議のないこと。
２．上記１．（１）の確認のため、申請者は以下のことを承諾します。
　　全ての神戸市税（市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、特別土地保有税、事業所税、入湯税及び市たばこ税及び延滞金等徴収金をいう。）の納付又は納入状況、課税状況及び申告状況を、神戸市が調査し、その調査結果を神戸市中小企業投資促進等助成金交付要綱に規定する助成金の交付資格の審査及び確認に利用すること。
３．上記１の誓約及び２の承諾の有効期限は神戸市中小企業投資促進等助成金の交付を受ける日までとします。

申請者【個人事業主】
	（ふりがな）
商号または名称
	

	
	

	（ふりがな）
氏名　
	

	
	

	生年月日
	

	事業所の所在地
	〒　　　-　　　　　連絡先℡　（　　　　）　　　-


	住民票上の住所
（事業所の所在地と同じ
場合は記載不要です）
	〒　　　-　　　　　連絡先℡　（　　　　）　　　-





様式第８号（第10条関係）
事業変更（中止）届出書

　　年　　月　　日

神戸市長　あて


（申請者）〒　　　－　　　住　所： 
会社名・団体名：
代表者役職・氏名：　
担当者役職・氏名：　
連絡先：TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
　　　　E-mail　        @


神戸市中小企業投資促進等助成金交付要綱第10条に基づき、申請事業の変更（中止）について関係書類を添えて届出いたします。

	交付決定日
	　　　年　　　月　　　日

	交付受付番号
	　　　　受第　　　　号

	変更（中止）の理由
	　

	※変更の場合
変更の内容
	　

	添付資料
	　


　　※本届出書の提出によって、変更（中止）前の交付決定は無効となります。
※変更の場合、変更後の計画に基づき、交付申請に必要な書類一式を全て提出してください。



様式第10号－イ（第12条関係）
事　業　完　了　報　告　書

　　　年　　　月　　　日
神戸市長　あて
（申請者）〒　　　－　　　　住　所： 
会社名・団体名：
代表者役職・氏名：　
担当者役職・氏名：　
連絡先：TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
　　　　E-mail　        @

　神戸市中小企業投資促進等助成金の対象事業が完了しましたので、同交付要綱第12条に基づき、    報告書類を提出いたします。
	１ 事業区分
	□ Ａ 設備投資・新増設
□ Ｄ ロボットシステムインテグレータ育成のための設備取得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※該当項目にチェック

	２ 交付決定日
	　　　年　　　月　　　日　　　受付番号：　　　受第　　　号

	３ 取得した設備
 ・建物の設置場所
	〒　　　－　　　　　神戸市　　　　　　 区　　 　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
用途地域： □準工業地域　□工業地域　□工業専用地域
□その他［　　　　　　　　　　　　　　　］※該当項目にチェック

	４ (新増設の場合)
敷地・建物
の状況
	(1)敷地の所有形態： 
□従前から自社所有　□賃借［契約先：　　　　　　　　　　　　　　　　］
□今回新たに取得 [　　年　　月　　日　取得先：　　　　　　　　　　　]
(2)新増設の形態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□建物を新築　 □中古の建物を買取り [買取先:　　　　　　　　　　　　]
□既存の建物を増築 　□既存の建物を現地建替え
□その他 [具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
(3)敷地面積：　　　　　㎡　(4)建築面積：　　　　　㎡
(5)延床面積：　　　　　㎡ [うち生産施設　　　　　㎡]
(6)建物構造：　　　　　　　　　　　造　　　　　階建て　※該当項目にチェック

	５ 資金調達状況
	総投資額（助成対象経費以外も含む全体額）： 　　　　　　　　　円
自己資金： 　　　　　　　 円
借 入 金： 　　　　　　　 円 [借入れ先：　　　　　　　　　　　　　　]
そ の 他：　　　　　　 　 円 [具体的に：　　　　　　　　　　　　　　]
※他の公的支援の利用実績があれば記入してください



	６ 騒音・振動・大気汚染等に関する届出
	届出を要する施設の有無：　　　　　　　　　　　　　　　※該当項目にチェック
　　□有り[具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]　　□無し
　　　　→ 届出日：　　年　　月　　日　                  ※届出書の写しを添付
※他に許可や届出等を要する規制・制限等があれば、記入してください





会社名：　　　　　　　　　　　　　
	７ 対象施設における今後の
事業展開予定
	




※本事業完了後の研究開発計画などを具体的に記入してください

	８ 対象施設における今後の
設備投資予定
		予定時期
	設備投資の主な内容
	予定投資額

	　  年　　月頃
	
	円

	　　年　　月頃
	
	円

	　　年　　月頃
	
	円

	　　年　　月頃
	
	円

	　　年　　月頃
	
	円


※現時点における新たな設備投資の予定を記入してください

	９ 対象施設の
従業員数

※パート・派遣社員等を含む
	(1)本事業完了後：　　　　　人（うち正規雇用者の数：　　　　人）
(2)本事業実施前：　　　　　人（うち正規雇用者の数：　　　　人）
(3)差 引 き 増 減：　　　　　人（うち正規雇用者の数：　　　　人）
※増減がある場合[主な理由:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
(4)今後の雇用予定：　　　　　人（うち正規雇用者の数：　　　　人）
　※雇用予定がある場合[時期：　　　　　　　　　　　　　　　　]

	10　事業完了後の
対象経費
	対象経費：　　　　　　　　　　　円
※別紙「助成対象経費明細書」のとおり




様式第10号－ロ（第12条関係）
事　業　完　了　報　告　書
（国際的品質マネジメントシステム規格の認証取得）

　　年　　月　　日

神戸市長　あて

（申請者）〒　　　－　　　　住　所： 
会社名・団体名：
代表者役職・氏名：　
担当者役職・氏名：　
連絡先：TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
　　　　E-mail　        @


神戸市中小企業投資促進等助成金の対象事業が完了しましたので、同交付要綱第12条に基づき、    報告書類を提出いたします。

	１　交付決定日
	決定日：　　　年　　　月　　　日　　　受付番号：　　　受第　　　号

	２　取得した
国際規格認証
	


認証の対象となる事業所の名称


	３　認証取得日
	
　　　年　　　月　　　日


	４　事業完了後の
対象経費
	対象経費：　　　　　　　　　　　円 　
※別紙「助成対象経費明細書」のとおり





様式第10号－ハ（第12条関係）
事　業　完　了　報　告　書
（生産現場へのロボット導入に向けたシミュレーション）

　　年　　月　　日

神戸市長　あて

申請者）〒　　　－　　　　住　所： 
会社名・団体名：
代表者役職・氏名：　
担当者役職・氏名：　
連絡先：TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
　　　　E-mail　        @


神戸市中小企業投資促進等助成金の対象事業が完了しましたので、同交付要綱第12条に基づき、報告書類を提出いたします。

	１　ロボット導入の
シミュレーション
をした建物の場所
	〒　　　－　　　　　神戸市　　　　　　 区　　 　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
用途地域： □準工業地域　□工業地域　□工業専用地域　　　
□その他［　　　　　　　　　　］　　※該当項目にチェック

	２　コンサルティング
委　　託　　先

※該当する場合のみ記載
	会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
具体的な委託内容：


	３　ロボット導入
に向けた
シミュレーション
の実施内容及び
その結果と
今後の展開
	※どのようなシミュレーションを実施し、その結果、どのような結果が得られ、今後ロボットを導入するかどうかの結論とそのスケジュール等を記載してください。


	４　事業完了後の
対象経費
	対象経費：　　　　　　　　　　　円
※別紙「助成対象経費明細書」のとおり






様式第11号（第12条関係）
振込先口座変更届

　　年　　月　　日

神戸市長　あて

	住　　所
	

	団 体 名
	

	代表者名
	



	補助事業等の名称
	神戸市中小企業投資促進等助成金


　
補助金等の振込先口座を、下記のとおり変更してください。

　１．変更前
　（振込先口座）
	金融機関名
	
	預金
種目
	１．普通　　２，当座
９．その他（　　　　　）

	支店名
	
	
	

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	



２．変更後
（振込先口座）
	金融機関名
	
	預金
種目
	１．普通　　２，当座
９．その他（　　　　　）

	支店名
	
	
	

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	








様式第13号（第17条関係）

神戸市中小企業投資促進等助成金事業継続状況報告書


　　年　　月　　日

神戸市長　あて

（申請者）〒　　　－　　　　住所：　
会社名・団体名：　
代表者役職・氏名：　
担当者役職・氏名：　
連絡先：TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
　　　　E-mail　        @



神戸市中小企業投資促進等助成金交付要綱第17条第２項の規定に基づき、事業継続状況を提出　いたします


記

　確定番号　　　確第　　号【助成額確定日　　　年　　月　　日】


１　助成事業の状況 [　　年　　月末現在]（いずれかに☑チェックを入れてださい）

□ SIerとして、ユーザー等と取引を行っている

□ SIerとして、取引開始の目途がついた

□ 自社内でのSIer業務ができる

□ SIer育成を継続中

□ SIer育成を中断（中止）した


２　助成事業の状況に関する説明（できるだけ具体的に記入してください。）





３　その他特記事項





様式第14号（第18条関係）
財産処分等承認申請書

　　年　　月　　日

神戸市長　あて


申請者）〒　　　－　　　　住　所： 
会社名・団体名：
代表者役職・氏名：　
担当者役職・氏名：　
連絡先：TEL（　　）　　－　　　　　FAX（　　）　　－
　　　　E-mail　        @



神戸市中小企業投資促進等助成金の交付を受けて取得した設備又は建物を下記のとおり処分　したいので、同交付要綱第18条に基づき承認申請いたします。


記


１　処分しようとする設備又は建物の明細



２　処分の内容



３　処分しようとする理由



４　その他必要な事項





※申請の内容により、別途資料の提出を求める場合があります。


海外生産拠点の神戸市内への移転に関する計画書
※４ページ以内に収めること
	会社名
	

	代表者役職・氏名
	

	一般区分での審査
（いずれかに〇）
	「海外生産拠点の神戸市内への移転」での交付決定が受けられない場合、

一般区分での審査を　（　希望する　・　希望しない　）

	事業の目的・内容

	

	現在の海外での生産状況

	生産国
	

	生産品
	

	生産国での保有設備
	

	生産額（直近3年間）
	第　　期
（　年　月
～　年　月）
	第　　期
（　年　月
～　年　月）
	第　　期
（　年　月
～　年　月）

	
	千円
	千円
	千円

	現在の海外での生産ではサプライチェーンが脆弱である理由

	

	海外の生産拠点を神戸市内に移転する理由

	

	海外で生産している製品に関しての会社の強み

	

	サプライチェーン強靭化のために神戸市内で実施する内容

	市内で生産する生産品
	

	今回取得する設備・建物の必要性、規模・スペック等の妥当性及び期待される効果
	


	販路・取引先拡大に関する計画
	

	人材確保に関する計画
	

	神戸市内での生産開始後の海外生産拠点の取扱い

	

	今後の設備投資に関する計画

	

	過去の公的補助金及び同種の公的補助金の採択実績（補助金名称・採択年度）

	

	生産移管した製品の売上・収益目標

	
	今期
（　年　月
～　年　月）
	２期目
（　年　月
～　年　月）
	３期目
（　年　月
～　年　月）

	売上高（千円）
	千円
	千円
	千円

	営業利益（千円）
	千円
	千円
	千円

	売上・収益実績（報告時に記入）

	
	今期
（　年　月
～　年　月）
	２期目
（　年　月
～　年　月）
	３期目
（　年　月
～　年　月）

	売上高（千円）
	千円
	千円
	千円

	営業利益（千円）
	千円
	千円
	千円

	実績報告にかかる特記事項

	





戦略産業分野での事業展開に関する計画書
※４ページ以内に収めること
	会社名
	

	代表者役職・氏名
	

	分野（いずれかに○）
	航空・宇宙　　医療・健康・福祉　　農業・食糧　　環境・エネルギー

	一般区分での審査
（いずれかに〇）
	戦略産業分野での交付決定が受けられない場合、

一般区分での審査を　（　希望する　・　希望しない　）

	事業展開の目的・背景

	

	現在の当該分野での生産・受注状況

	

	当該分野で事業展開する上での会社の強み及び課題

	

	今後５年間での目標、５年後の会社の姿

	

	今回取得する設備・建物の必要性、規模・スペック等の妥当性及び期待される効果

	

	今後の設備投資に関する計画

	

	販路・取引先拡大に関する計画

	

	人材育成・確保に関する計画

	

	過去の公的補助金の採択実績（補助金名称・採択年度）

	

	当該分野での売上・収益目標

	
	今期
（　年　月
～　年　月）
	２期目
（　年　月
～　年　月）
	３期目
（　年　月
～　年　月）
	４期目
（　年　月
～　年　月）
	５期目
（　年　月
～　年　月）

	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	営業利益（千円）
	
	
	
	
	

	売上・収益実績（報告時に記入）

	
	今期
（　年　月
～　年　月）
	２期目
（　年　月
～　年　月）
	３期目
（　年　月
～　年　月）
	４期目
（　年　月
～　年　月）
	５期目
（　年　月
～　年　月）

	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	営業利益（千円）
	
	
	
	
	

	実績報告にかかる特記事項

	





ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット導入に関する計画書
※４ページ以内に収めること
	会社名
	

	代表者役職・氏名
	

	導入するもの（いずれかに○）
	ＩｏＴ　・　ＡＩ　・　ロボット

	一般区分での審査
（いずれかに〇）
	ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット導入での交付決定が受けられない場合、

一般区分での審査を　（　希望する　・　希望しない　）

	ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット導入の目的・背景及び現状

	

	ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット導入の具体的な内容（必要に応じてシステム概念図・設計図等を添付してください。）

	

	今回導入する設備の規模・スペック等の妥当性及び生産性向上の効果

	

	ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット導入を推進するための組織・人員体制

	

	ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット導入に関する社内での理解促進に関する計画

	



	設備導入に伴う売上・収益目標

	
	今期
（　年　月
～　年　月）
	２期目
（　年　月
～　年　月）
	３期目
（　年　月
～　年　月）
	４期目
（　年　月
～　年　月）
	５期目
（　年　月
～　年　月）

	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	営業利益（千円）
	
	
	
	
	

	売上・収益実績（報告時に記入）

	
	今期
（　年　月
～　年　月）
	２期目
（　年　月
～　年　月）
	３期目
（　年　月
～　年　月）
	４期目
（　年　月
～　年　月）
	５期目
（　年　月
～　年　月）

	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	営業利益（千円）
	
	
	
	
	

	実績報告にかかる特記事項

	





導入設備の騒音・振動等に関する説明書

	会社名
	

	代表者役職・氏名
	

	
	

	導入する設備について

	導入設備の
設置場所
	住　　所［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
用途地域［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

	導入方法
	1 新設・増設　　　　　② 更新（入替）

	
	名　称
	用　途

	導入前
(更新の場合のみ記入)
	
	

	導入予定
（今回取得する設備）
	
	

	(交付申請時点の)
騒音・振動等
に関する見込み
	・数値を用いて具体的に説明してください。
・必要に応じて資料を添付してください。




〇 実績報告書提出時は下記も記入してください。
	導入後の騒音・
振動等の状況
	・数値を用いて具体的に説明してください。
・必要に応じて資料を添付してください。




· 事業完了報告時に「導入前と比べて周辺環境が悪化していない」と認められない場合、交付決定を取り消します。


ロボットシステムインテグレータ（SIer）育成に関する計画書

	会社名
	

	代表者役職・氏名
	

	SIer育成の目的・背景（なぜSIerを育成するのか）

	

	SIerとして事業展開する上での会社の強み及び課題

	

	SIer育成に係るロボット導入の具体的内容（必要に応じてシステム概念図・設計図等を添付してください。）

	

	SIer育成を実施するための組織・人員体制

	

	今後５年間での目標、５年後の会社の姿（どのようなSIerを目指すのか、SIer育成事業完了後の展開）

	

	過去の公的補助金の採択実績（補助金名称・採択年度）

	





エネルギー効率効果確認書
（ＣＯ2排出量が従前より15％以上削減される設備の導入）

別途、数値の根拠がわかる資料を必ず添付してください。

会社・団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	資産の内容
	
新たに導入する設備の
年間エネルギー
消費量等
（単位も記載）


	
既存設備の
年間エネルギー
消費量等
（単位も記載）

注） 対象となる既存設備がない場合は、前モデルのカタログ値等を適用
	


二酸化炭素
換算係数
(および
エネルギー
購入先企業名)
	

二酸化炭素
削減量
（二酸化炭素換算　単位：kg／年）


	


削減率
（％）
注）小数点第2位を四捨五入

	
	〔a〕
	〔b〕
	〔c〕
	〔（a－b）×c〕
	〔（a-b）/b〕×100

	
	
	
	
(　　　　 )
	
	

	
	
	
	
(　　　　 )
	
	

	
	
	
	
(　　　　 )
	
	

	合　計
	
	
	


· 二酸化炭素換算係数欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」の調整後の値を用いてください。
また（　　）内にエネルギーの購入先企業名を記載してください。
（環境省「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」のページ：
https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/calc.html）






従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面


　　　　　　令和８年　月　日
　　会社名　
　　　代表者氏名


令和８年（令和８年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）〔注１・２〕において、従業員に対する給与総額（雇用者給与等支給額）を令和７年〔注３〕と比較して○．○％〔注４〕以上増加させる方針を従業員代表の○○　○○に説明し、賃上げ方針について従業員に対する表明を行いました。 

[bookmark: _GoBack]

上記の賃上げ方針について、我々従業員は令和８年○月○日に○○○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。 


　　　　　　令和８年　月　日
　　　　　　　　　　従業員代表 　○○　○○


（記載上の注意）
１．法人は事業年度、個人事業主は暦年での賃上げ方針について記載してください。
２．新規の計画申請日を含む事業年度（令和８年１月１日以降に開始するものに限る）における賃上げ方針について記載してください。
３．賃上げ方針において、上記２と比較するのは、新規の計画申請日を含む事業年度の直前の事業年度における雇用者給与等支給額になります。
４．賃上げ方針において、雇用者給与等支給額を引き上げる割合については小数点第１位まで記載ください。

